
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

　固定資産          93,271,352 　固定負債          44,954,222

　　有形固定資産          85,226,900 　　地方債等          32,180,549

　　　事業用資産          29,768,077 　　長期未払金                  －

　　　　土地          13,833,591 　　退職手当引当金           2,814,760

　　　　立木竹                  － 　　損失補償等引当金                 149

　　　　建物          44,978,726 　　その他           9,958,764

　　　　建物減価償却累計額        △30,303,967 　流動負債           3,677,474

　　　　工作物           1,867,407 　　1年内償還予定地方債等           3,215,167

　　　　工作物減価償却累計額           △607,680 　　未払金              14,823

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金             228,873

　　　　航空機                  － 　　預り金             218,244

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他                 367

　　　　その他                  － 負債合計          48,631,695

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】

　　　　建設仮勘定                  － 　固定資産等形成分          97,546,343

　　　インフラ資産          54,320,546 　余剰分（不足分）        △45,361,907

　　　　土地           2,625,213 　他団体出資等分                  －

　　　　建物             957,599

　　　　建物減価償却累計額           △366,707

　　　　工作物          92,557,706

　　　　工作物減価償却累計額        △44,555,842

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定           3,102,577

　　　物品           3,381,601

　　　物品減価償却累計額         △2,243,324

　　無形固定資産           1,393,048

　　　ソフトウェア             133,116

　　　その他           1,259,931

　　投資その他の資産           6,651,404

　　　投資及び出資金             104,829

　　　　有価証券              25,209

　　　　出資金              79,260

　　　　その他                 360

　　　投資損失引当金             △3,000

　　　長期延滞債権             364,663

　　　長期貸付金                 600

　　　基金           6,209,557

　　　　減債基金                  －

　　　　その他           6,209,557

　　　その他                  －

　　　徴収不能引当金            △25,245

　流動資産           7,544,779

　　現金預金           3,026,058

　　未収金             243,579

　　短期貸付金                  －

　　基金           4,274,991

　　　財政調整基金           3,320,748

　　　減債基金             954,243

　　棚卸資産               7,638

　　その他                  －

　　徴収不能引当金             △7,487

　繰延資産                  － 純資産合計          52,184,436

資産合計         100,816,131 負債及び純資産合計         100,816,131

全体

全体貸借対照表
（令和4年03月31日 現在）



全体

（単位：千円）

科目 金額

経常費用                     25,684,320

　業務費用                     11,402,569

　　人件費                      3,275,547

　　　職員給与費                      2,740,370

　　　賞与等引当金繰入額                        226,841

　　　退職手当引当金繰入額                             －

　　　その他                        308,336

　　物件費等                      7,625,806

　　　物件費                      4,234,105

　　　維持補修費                        162,707

　　　減価償却費                      3,228,993

　　　その他                             －

　　その他の業務費用                        501,216

　　　支払利息                        281,464

　　　徴収不能引当金繰入額                         27,388

　　　その他                        192,364

　移転費用                     14,281,752

　　補助金等                     11,207,160

　　社会保障給付                      3,057,320

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                         17,271

経常収益                      1,595,864

　使用料及び手数料                      1,185,147

　その他                        410,717

純経常行政コスト                     24,088,457

臨時損失                      1,361,896

　災害復旧事業費                          9,645

　資産除売却損                              0

　投資損失引当金繰入額                          3,000

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                      1,349,251

臨時利益                         32,719

　資産売却益                         32,619

　その他                            100

純行政コスト                     25,417,634

全体行政コスト計算書
自 令和3年04月01日

至 令和4年03月31日



（単位：千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 48,803,632 96,977,706 △48,174,073 －

　純行政コスト（△） △25,417,634 △25,417,634 －

　財源 28,762,444 28,762,444 －

　　税収等 18,743,267 18,743,267 －

　　国県等補助金 10,019,177 10,019,177 －

　本年度差額 3,344,810 3,344,810 －

　固定資産等の変動（内部変動） 625,918 △625,918 －

　　有形固定資産等の増加 2,266,700 △2,266,700 －

　　有形固定資産等の減少 △3,264,853 3,264,853 －

　　貸付金・基金等の増加 3,622,941 △3,622,941 －

　　貸付金・基金等の減少 △1,998,870 1,998,870 －

　資産評価差額 － －

　無償所管換等 40,392 40,392

　他団体出資等分の増加 － －

　他団体出資等分の減少 － －

　その他 △4,399 △97,673 93,274

　本年度純資産変動額 3,380,803 568,637 2,812,166 －

本年度末純資産残高 52,184,436 97,546,343 △45,361,907 －

全体

全体純資産変動計算書
自 令和3年04月01日

至 令和4年03月31日

科目 合計



全体

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】

　業務支出                     22,425,080

　　業務費用支出                      8,143,329

　　　人件費支出                      3,285,604

　　　物件費等支出                      4,387,742

　　　支払利息支出                        281,464

　　　その他の支出                        188,519

　　移転費用支出                     14,281,752

　　　補助金等支出                     11,207,160

　　　社会保障給付支出                      3,057,320

　　　他会計への繰出支出                             －

　　　その他の支出                         17,271

　業務収入                     26,101,758

　　税収等収入                     17,697,474

　　国県等補助金収入                      6,975,571

　　使用料及び手数料収入                      1,191,255

　　その他の収入                        237,459

　臨時支出                      1,352,383

　　災害復旧事業費支出                          9,645

　　その他の支出                      1,342,738

　臨時収入                      2,410,041

業務活動収支                      4,734,337

【投資活動収支】

　投資活動支出                      5,669,757

　　公共施設等整備費支出                      2,275,450

　　基金積立金支出                      3,279,308

　　投資及び出資金支出                             －

　　貸付金支出                        115,000

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                      3,488,861

　　国県等補助金収入                      1,462,020

　　基金取崩収入                      1,731,334

　　貸付金元金回収収入                        115,000

　　資産売却収入                         37,209

　　その他の収入                        143,298

投資活動収支                    △2,180,896

【財務活動収支】

　財務活動支出                      3,296,733

　　地方債等償還支出                      3,294,237

　　その他の支出                          2,496

　財務活動収入                      1,800,954

　　地方債等発行収入                      1,800,954

　　その他の収入                             －

財務活動収支                    △1,495,779

本年度資金収支額                      1,057,661

前年度末資金残高                      1,751,774

本年度末資金残高                      2,809,435

前年度末歳計外現金残高                        225,101

本年度歳計外現金増減額                        △8,478

本年度末歳計外現金残高                        216,623

本年度末現金預金残高                      3,026,058

全体資金収支計算書
自 令和3年04月01日

至 令和4年03月31日



注記 

1. 重要な会計方針 

（1） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産                     取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの           再調達原価 

         ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1円としています。  

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの            取得原価 

取得原価が不明なもの               再調達原価 

      ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1円と

しています。 

 

② 無形固定資産                   原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 

 

（2） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のないもの     取得原価 

 

② 出資金 

市場価格のないもの        出資金額 

 

（3） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品    移動平均法による原価法 

 

（4） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）        定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

ア 建物      6年～50年 

イ 工作物     6年～60年     

ウ 物品      2年～20年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）        定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額



法によっています。） 

 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以

内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円以下のフ

ァイナンス・リース取引を除きます。） 

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（5） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものに

ついて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額

を計上しています。 

 

② 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴

収不能見込額を計上しています。 

 

③ 退職手当引当金 

退職手当債務から山梨県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計

額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、山

梨県市町村総合事務組合における積立金額の運用益のうち当市へ按分される額

を加算した額を控除した額を計上しています。 

 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政

の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計

上しています。 

 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相

当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上してい

ます。 

 



（6） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引 

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりの

リース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。） 

  通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

② オペレーティング・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（7） 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 

 

（8） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

2. 重要な会計方針の変更等 

（1） 会計方針の変更                該当事項ありません。 

 

（2） 表示方法の変更              該当事項ありません。 

 

（3） 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更  該当事項ありません。 

 

3. 重要な後発事象                         該当事項ありません。 

 

4. 偶発債務                                      該当事項ありません。 

 

 



5. 追加情報 

（1） 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方

法 

比例連結割合 

国民健康保険特別会計 特別会計 全部連結 - 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 - 

交通・火災災害共済事業特別会計 特別会計 全部連結 - 

浄化槽事業特別会計 特別会計 全部連結 - 

介護保険特別会計 特別会計 全部連結 - 

活性化事業特別会計(温泉) 特別会計 全部連結 - 

居宅介護予防支援事業特別会計 特別会計 全部連結 - 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 - 

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 - 

病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 - 

簡易水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 - 

連結の方法は次のとおりです。 

地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

（2） 出納整理期間 

地方自治法第 235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）

においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって

会計年度末の計数としています。 

 

（3） 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。 

 

（4） 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

普通財産かつ売却可能な資産 

 

イ 内訳 

売却可能資産はありません。 

 



附属明細書

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却
累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残
高

（D)－（E)
（Ｈ)

 事業用資産 60,560,058 150,153 30,487 60,679,724 30,911,647 1,061,480 29,768,077

土地 13,833,591 - - 13,833,591 - - 13,833,591

立木竹 - - - - - - -

建物 44,861,310 143,117 25,700 44,978,726 30,303,967 980,323 14,674,759

工作物 1,860,371 7,036 - 1,867,407 607,680 81,157 1,259,727

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 4,787 - 4,787 - - - -

 インフラ資産 97,226,178 2,732,088 715,171 99,243,095 44,922,549 1,907,484 54,320,546

土地 2,419,014 206,199 - 2,625,213 - - 2,625,213

建物 957,599 - - 957,599 366,707 30,387 590,892

工作物 90,880,646 1,700,272 23,212 92,557,706 44,555,842 1,877,096 48,001,864

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 2,968,920 825,616 691,959 3,102,577 - - 3,102,577

 物品 3,318,612 63,936 947 3,381,601 2,243,324 152,002 1,138,277

161,104,848 2,946,176 746,605 163,304,420 78,077,520 3,120,966 85,226,900

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

区分

合計


